
　1月に久喜市で救急車を呼んだ患者
が、36 回病院から搬送を拒否されて亡
くなる事件がおこりました。この背景に
は埼玉県の全国一の病院勤務医不足があ
ります。
　私は、医療生協さいたまや医師会、済
生会栗橋病院、埼玉医大の医師のみなさ
んと懇談を重ね、医師不足解消のため、
医学生時代からの奨学金の創設、女性医
師の支援、県立の医局づくりなど提言を
行い実現にむかって進んでいます。

人口 10万人対病院従事医師数
全　国 136.5 人
埼　玉 84.1 人
千　葉 102.3 人
東　京 177.3 人
神奈川 112.8 人
群　馬 117.4 人
栃　木 131.4 人
茨　城 99.2 人

2018 年厚労省医師・歯科
医師、薬剤師調査より

　歴代政府が医師養成を怠ってき
たことが、全国の医師不足の根本
原因です。世論に押されて文科省
は医学部の増員は認めています
が、新設は認めようとしません。
これでは県内に医学部が 1つし
かない（防衛医大をのぞく） 埼玉
県は、医師不足が解消できません。
　私は昨年 9月の一般質問で「国

に医学部新設を求めよ」と知事に
迫りました。2月定例会では「医
学部新設を認可するよう…決定す
ること」という意見書が全会派の
一致で可決されました。
　2007 年に党県議団は「県立大
学に医学部を」と議会で主張して
いました。全会派の総意となった
のは、とてもうれしく思います。

「県立大学に医学部を !!」
意見書が全会派で可決

　知的障害者や身体障害者
には実施されてきたバス運
賃の割引制度が、精神障害
者にも拡大されました。
　障害者団体のみなさんか
らの切実な要望で、党県議
団は県交渉に同席したり、
バス協会へ申し入れるなど
働きかけてきました。

　前回のおたよりで茶業研究所など試験研
究機関の定員を県は 5年間で 59人も減ら
したと書きましたが、25年度さらに 8人
減らして、6年間で 67人の削減を行いま
す。
　私は狭山茶の振興にとって欠かせない県
の試験研究機関、茶業研究所の増員を一貫
して求めてきました。

や
ぎ
し
た
礼
子
東北福祉大学社会福祉学部
卒。医療ソーシャルワーカー
として所沢診療所勤務。所
沢市議（2 期）を経て埼玉
県議（5期目）。党県議団長

 ブログ http://yrblogjcp. blog39.fc2.com/
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1 月の農林大臣賞受賞祝賀会
でお茶生産者のみなさんと

1月 31日所沢市役所ロビーの
特別支援学校展にて

3 月 24 日　県道所
沢狭山線堀兼工区開
通記念式典にて

2 月 17 日　新
日本婦人の会埼
玉支部 50 周年
のつどいに参加

アベノミクスの恩恵は
届かない…
　アベノミクスによる金融緩和で所得は

上がらないのに、ガソリン、灯油、電気

料金、小麦など物価が急激にあがり市民

のみなさんの生活はいっそう苦しくなっ

ています。しかし政府は 1年後に消費

税 8%値上げに踏み切る方針です。

　消費税は決定的に生活と経済を破綻さ

せます。私は国民のふところを暖めるこ

とを最優先に消費税増税中止、雇用の拡

大、社会保障の充実を訴えています。

　西武鉄道の親会社西武ホールディングス（HD）

は、株式の3割を保有する米投資会社サーベラスが、

西武国分寺線、秩父線など 5路線の廃止と埼玉西

武ライオンズの売却を提案していることを明らかに

しています。これらの鉄道は通勤通学に不可欠であ

り、埼玉の観光にも重大な影響を与えます。

　投資会社は株主への配当の向上がその責務であ

り、沿線の住民への配慮は二の次です。狭い踏切や

開かずの踏切、ホーム柵設置など、利用者の改善を

求める声がよせられています。私たちは、5路線存

続のために全力挙げるとともに、利用者の声に耳を

傾けるよう働きかけていきます。

　党県議団と所沢市議団は国土交通省に 5路線存続に力を尽くし、公共交通機関への投資会社の介入規制

の検討を申し入れました（4月 2日）。塩川鉄也衆議院議員、伊藤岳党県民運動部長ほか関係市町議員も同

席しました。（写真下）

精神障害者のバス運賃割引4月1日開始
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　知的障害者や身体障害者には実施
されてきたバス運賃の割引制度が、
精神障害者にも拡大されました。
　これは、障害者団体のみなさんか

らの切実な要望で、党県議団は県交
渉に同席し、実施を求めてきました。

ものづくりの現場はすばらしい !
熟練の技能とIT技術が生きる川口の工場訪問
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党さいたま市議団、党県民運動部長の伊藤岳氏と
ともに 1 月に 埼玉県バス協会に申入れをしました

埼玉土建一般労働組合と埼玉県の懇談
に同席（2月 6日）

土砂流出した荒川の堤防（領家）を視
察（4月 10日）

3.13 重税反対全国統一行動で川口税務署まで行進

プロフィール

東洋大学工学部卒。
一級建築士、埼玉
県応急危険度判定
士。建設会社勤務を
経て川口市議（2期）
2011 年県議選で初
当選。県議会県土都
市整備常任委員、次
世代人材育成・文化・
スポーツ振興特別委
員、図書室委員
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鋳造のトップメーカー
株式会社辻井製作所
　県議会少子・高齢
福祉社会対策特別委
員会の同社への視察
に同行しました。
　定年後も希望者を
全員雇用し、現在最
高齢者は勤続 70年の
84 才です。リストラ
はやったことはないという社長のお話に、感動しました。

彩の国工場訪問
ゴトー工業株式会社
　商店などでハンドルを回
して上げ下げする日よけを
発明したのが同社です。
　日々新しい製品の開発に
取り組み、日本初の 7 人
用仮設集合トイレ（男女別）
を商品化しました。港区な
どで採用決定。埼玉でも備
えたいものです。

県土づくり優秀建設工事施工者表彰受賞者
島田建設工業株式会社
　技術の維持と
継承の取り組み
について懇談を
行いました。土
木業のイメージ
アップのための
努力をおききし
ました。

彩の国工場訪問
木型製造の株式会社イノウエ
　工場見学やインターン
シップの受け入れ、コン
ピュータで自動加工するシ
ステムなど高い技術が評価
されています。
　熟練とハイテクの融合、
「木型の社会的認知・評価
を高めたい」という社長の熱い思いをひしひし感じました。

アベノミクス
「恩恵？うちには

まだきてないねえ」

地域循環型の優秀なエネルギー

木質バイオマス推進を

　地域のみなさんに尋ねると、みなさん口をそろえてこう言いま

す。金融緩和によって急激に円安が進み、電気・重油、小麦など

物価が上がっています。一方、賃金は下がったままです。景気は

良くなったと言いますが、国民の購買力は少しも上がっていませ

ん。この上消費税の来年 4月増税はとんでもありません。

　私は消費税増税を中止させ、雇用をつくり、国民みなさんの懐

を暖めて、中小企業の活性化のために全力をつくします。

　私は、今定例会の予算特別委員会の中で、自然エネル

ギー特に木質バイオマスの強力な推進について知事に質

しました。

　木質バイオマスは間伐材や端材を薪やチップ、ペレッ

トにして燃料として利用する自然エネルギーです。

　石油は遠い産油国にお金が運ばれ、産油国の事情で価

格も上昇します。しかし埼玉の森の木を使えば、埼玉か

らお金は出ていきません。私が訪れた秩父市の元気村発

電所は、関連の施設で雇用も生まれ、林業はもちろん、

製造業、建設業にも、観光業にも経済波及効果がありま

す。

　都市と山林を結び、エネルギーの地産地消をめざす木

質バイオマスについて、知事は「建築物の木質化と合わ

せ技で進めていく」と答弁しました。

ブログをご覧ください
「マサツグの奔走記」で検索を

精神障害者のバス運賃割引4月1日開始

活動スナップ



川口市の住宅メーカー株式会社藤島
建設では地中熱利用の冷暖房を住宅
に採用。普及に取り組んでいます。
写真は展示場の地中熱ヒートポンプ
（2月 14日）

春日部市にある県東部ふれあい拠
点施設（キューブ）は井戸水や地
中の温度差利用、太陽光や太陽熱
など様々なエネルギーが活用され
ています。写真のように柱には
ヒート管がまき付けられ館内を暖
めています（2月 25日視察） 　東日本大震災から 2年。

いまだ 31万人が避難生活
を続けています。埼玉県
内にはすべての市町村に
4037 人の被災者が避難を
しています。
　東電の賠償が進まない
中、経済的負担の軽減が必
要ですが、避難者の下水道
料金の減免制度は市町村に
よってまちまちです。
　党県議団は予算特別委員
会の場で上田知事に対し県
として市町村を支援して、

減免制度を拡充すべきだと
質問しました。特に避難者
の多い加須市に対する支援
について知事は「自治体か
ら要請があれば検討しま
す」と答えました。

被災者上下水道料金の
全額免除制度がある自
治体（25年 2月現在）

行田市 東松山市 羽生市
深谷市 和光市　
ふじみ野市 毛呂山町

東松山市にあるペレット（木材を圧
縮してつくる燃料）加工・製造の株式
会社エコ環境システムを訪問し、お
話を伺いました。越生梅林の剪定枝
もペレットに生まれ変わっています
（2月 8日）

　埼玉県議会 2月定例会は、2月 20 日か
ら 3月 27 日まで開会され、87 件の議案
を審議しました。この中には議員提案の県
政調査費を県政活動費とする条例や、少人
数の無料低額宿泊所に届け出を義務づける
条例などもあります。
　党県議団は、一般会計当初予算や県立高

校を統廃合する議案、県立小児医療セン
ターの移転、奥武蔵あじさい館の民間譲渡
のための議案、など、87 件中 24 件の議
案の問題点を指摘し、反対しました。
　なお、党県議団が主張してきた「大学医
学部の新設を国に求める」意見書が全会派
一致で可決されました。

　今定例会には県職員の退職手当の減額、
管理職手当の減額のほか、県の職員・教職
員の引き続く削減を行う議案が提出されま
した。県職員 46人、教育局事務局職員 2
人、県立学校事務職員 25人の削減と合わ
せ、用務職・給食調理業務については１７
校で民間委託となります。
　すでに 3次にわたる行財政改革によっ

て、1141 人の県職員定数が削減されてい
ます。その結果、自治体としての責務が全
うされていません。農林部の研究機関では、
5年間で 67人もの職員削減が行われたた
め、県産ブランド米「彩のかがやき」の 2
度にわたる高温障害問題に対して、十分な
対処ができませんでした。人件費削減で被
害を受けるのは県民です。

◆ 県議会２月定例会報告

県職員の手当減額・定数削減
削られるのは県民サービスです

被災者のみなさんの
上下水道料減免の拡充を

　県議団村岡まさつぐ県議は予算特別委員会（3月 7
日）で、自然エネルギー推進政策について「地域の雇
用や産業振興が基本原則として位置づけられるべき」
だと質問し、上田知事は「その点は全く同感です」と
答弁しました。

村岡県議　化石燃料などと比べて自然エネルギーの最大の
特長は、地域に存在する資源という点です。エネルギー
の生産から消費まで、そのプロセスを通して地域に仕事
と雇用を生み、お金は地域内を循環します。化石燃料で
は、お金のほとんどが産油国に渡ってしまうのに比べ、
自然エネルギーは、まさに地産地消のエネルギーと言え
ます。
　今後、自然エネルギー政策を強力に推進すべきですが、
その際に、地域の仕事おこしと雇用の創出で、地域産業
の振興を図ることを基本原則として位置づけるべき、と
私は考えますが、知事の見解はいかがでしょうか。
上田知事　これからのエネルギー政策のなかで、私自身も
雇用創出だとか地域産業の振興とか地域の活性化につな
がるようなことを意識しているところです。
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県平和資料館が大幅展示替え?
　今定例会に県平和資料館（東松
山市）の指定管理者を指定する議
案が提出されました。同資料館は
平和という非常に公的なテーマを
扱うと同時に、資料には個人情報
が多く、県が直営で運営すべきだ
として、反対しました。
　指定管理者制度の導入と同時に
県は館長を廃止して同館を長期に
休館にしてしまいました。県は平
和資料館の運営について意見を聞
いてきた「運営協議会」を廃止し、
施設の展示を全面的にリニューア
ルする方針をすでに決めており、
運営協議会のあり方、展示の方向
性が休館の間に決定される可能性
があります。注視が必要です。

　県は県立げんきプラザ、県民活動総
合センター、7つの県営公園、県立武
道館（写真）の高齢者に対する施設使
用料減免制度等を廃止する議案を今定
例会に提出しました。
 理由に、高齢者人口の増加、高齢者
の経済力などがあげられていますが、
高齢者の 8割以上は年金収入のみで
生活し、さらに、その年金も 2.5％の
削減が行われています。高齢者の社会
参加の促進が求められる時、負担増は、
それに逆行するものです。
　また名栗げんきプラザのプラネタリ
ウム入館料の７倍化や、県民活動総合

センター宿泊施設利用料金の引き上げ
も。県民の負担増になるため反対を主
張しました。これらの議案は党県議団
以外の賛成で可決されました。

すべての県有施設の
高齢者減免制度が廃止

バイオマ
ス
太陽光 地中熱

ちちぶバイオマス元気村発電所を視察　木質チップをガス化炉
で蒸し焼きし、可燃性ガスでガスエンジンを回し発電します。
（2月 14日）

埼玉県立武道館ホームページより

3 月 25 日～ 10 月中
旬まで休館となります

自然エネルギー
政策の基本は 地域経済の活性化
県内事業者訪問で、新エネルギーの未来を語りあう


